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2014年度(第 16期)決算について 
 

 

NTTコミュニケーションズの 2014年度(第 16期)決算について、別添の 

とおりお知らせいたします。 
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 I. 業 績 の 概 況  
 
 

（1）市場環境および事業基盤の変化 

世界の経済は、一部新興国での景気の減速が見られるものの、米国をけん引役に緩やか

な回復基調にあります。一方で日本経済は、労働力不足や円安の進行などが進み、マクロ

環境への評価も分かれ、回復の兆しも見られますが、引き続き先行き不透明な状況です。 

このような経済情勢のもと、世界の多くの企業が、競争力のさらなる強化を図るととも

に、新市場への参入や新たな成長分野への投資など、積極的な経営を進めつつあり、その

ような経営を支える柔軟かつ強固な ICT基盤が求められています。 

 

（2）経営概況 

当社は、このような経営環境の激しい変化を踏まえ、2011 年に新たな事業ビジョン「ビ

ジョン 2015」を策定し、2015年度に連結収益 1.5兆円以上、グローバル売上高 2倍以上(2010

年度比)を目標指標としてグループトータルでの成長を目指すこととしました。2014年度は、

「ビジョン 2015」達成に向けた事業構造の転換と成長を加速し、アジアの No.1からグロー

バルでの ICT リーダーを目指す年と位置付け、お客さまのオンプレミスシステムのクラウ

ド化を契機に ICT 環境を最適化しお客さまの経営改革に貢献するという「グローバルクラ

ウドビジョン」のもと、サービス・セールス・オペレーション・マネジメントの４つの観

点でグローバルシームレス化を推進してきました。 

 

まず、サービスにおいては、通信事業者ならではの強みを有するクラウド/コロケーショ

ン/ネットワーク/アプリケーション/セキュリティ/マネージド ICT などの各種サービスを

最適に組み合わせた「シームレス ICT ソリューション」提供のため、グローバルシームレ

スなサービスの展開、機能拡充を図りました。各事業分野別の主な取り組みは以下のとお

りです。 

 

<各事業分野別の取り組み> 

 ○クラウド基盤： 

法人向けクラウドサービス「Bizホスティング Enterprise Cloud」では、当社データ

センターのコロケーションエリアと、SDN 技術を活用して同一のネットワークセグメン

トで接続できる機能を 2014 年 4 月より、また本クラウドと接続される VPN/インターネ

ット回線やクラウド基盤内ネットワークの設定をお客さま自身がカスタマーポータルか

ら設定・変更できる機能や、IBM i(AS/400)にて稼動する基幹システムのクラウド化を容

易に実現する「Power オプション」を 2014 年 10 月より開始するなど、クラウド化が進

むお客さまの ICT 環境に更にスムーズに対応する各種機能を拡充しました。また日本で

サービス基盤を 1 拠点新たに加え、世界 9 カ国/地域・12 拠点へ提供エリアを拡大しま

した。パブリッククラウドサービス「Biz ホスティング Cloudn」では、ファイル単位で

リストア可能なバックアップサービスを 2015 年 2月より提供開始するなど、各種機能の

追加を実施しました。 

データセンターサービスでは、「Nexcenter」ブランドのもと、2014年 4月に「マレー

シア サイバージャヤ 4 データセンター」の提供を開始しました。加えて、2015 年 3 月

にドイツ最大のデータセンター事業者 e-shelter 社の株式取得について契約締結を行う

など、国内外のデータセンターを大幅に拡充しました。 

 

 ○データネットワーク： 

法人向けモバイルサービス「Arcstar Universal One モバイル」の提供範囲をグロー

バルに拡大するなど、IoT（Internet of Things）・M2M（Machine-to-Machine）通信に最
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適なサービス強化を実施し、2014年 4月より提供開始しました。また、196カ国/地域で

提供中の企業向けネットワークサービス「Arcstar Universal One」においては、NFV技

術を活用したクラウド型のネットワーク機能「Arcstar Universal One アドバンストオ

プション」及び、既存のネットワーク環境や使用する端末に係らず、お客さまが仮想ネ

ットワークを簡単・迅速に構築できる機能「Arcstar Universal One Virtual」を、2014

年 5月から提供開始するなど、先進的な機能を複数開始しました。 

個人向けのモバイルデータ通信サービス「OCN モバイル ONE」は、音声通話も可能な

「音声対応 SIM カード」を 2014 年 12 月から提供開始するなど、新たな機能追加や料金

改定などで契約者数を大きく増加させました。 

また、NTT東日本・NTT西日本が提供する光回線サービス「フレッツ 光ネクスト」と

インターネット接続サービス「OCN」や「OCN モバイル ONE」を一括で、更にお得に利用

できる「OCN 光」を 2015年 2月より提供開始しました。 

 

 ○ボイスコミュニケーション： 

法人向けには、コンタクトセンターサービスをクラウド化し、季節やキャンペーンな

どに応じたオペレーター席数の増減や利用機能の変更に柔軟に対応できるクラウド型サ

ービス「Arcstar Contact Center」を 2014年 5月より提供開始、ビデオ、電話、Webな

どを介した会議系サービス「Arcstar Conferencing」を 2014年 6月より、国内に加え海

外で提供開始しました。またユニファイドコミュニケーションサービス「Arcstar UCaaS」

につき、提供中の「Arcstar UCaaS Cisco タイプ」に加え、「Microsoft Lync®」を活用

した Arcstar UCaaS Microsoft® タイプ」を、2014年に買収した Arkadin International

社の海外基盤を利用してグローバルシームレスに提供することを2015年3月に発表しま

した。 

また「050 plus」などの IP 電話サービスと連携したスマートフォンアプリを簡単に

開発できるよう、開発者キット「050 VoIP SDK」を公開し、パートナーの募集を 2014年

10月 15日より開始しました。 

 

 ○アプリケーション＆コンテンツ： 

法人向けのクラウド型仮想デスクトップサービス「 Biz デスクトップ  Pro 

Enterprise」の米国基盤での提供を 2014年 4月より、クラウドメールサービス「Bizメ

ール」のシンガポール基盤の構築と、先行する台湾以外の APAC地域における販売を 2014

年 7 月より開始しました。また、複数のクラウドサービスで共通的に利用する社員の連

絡先情報などを一元的に共有・管理・更新できる「Data Federation」サービスの提供を

2014 年 7 月より、クラウドサービスを含む多様なアプリケーションを 1 つの ID で利用

できる「ID Federation」サービスのトライアル提供を 2015年 1月より開始しました。 

オンラインストレージサービス「マイポケット」においては、保存した写真の中から

「笑顔」「ウィンク」などの表情を指定して検索できる「表情検索」機能などを 2014 年

12 月に追加したほか、「マイポケット」と連携したサービス開発を促進するため、アプ

リケーションや Web サービスの開発者・企業向けに「マイポケットデベロッパープログ

ラム」を 2014年 7月より開始しました。 

 

 ○ソリューション： 

「WideAngle マネージドセキュリティサービス」において、セキュリティ運用基盤の

機能拡張を行い、標準型攻撃を含む、未知のセキュリティ脅威の検知率の大幅向上を2014

年 6 月に実現したほか、標的型攻撃やゼロデイ攻撃などに対する日本独自のセキュリテ

ィ対策サービス「Zero day Attack Protection」の提供開始を 2014 年 12 月に、未知の

マルウェアを検出する「WideAngleマネージドセキュリティサービス リアルタイムマル

ウェア検知」の対応範囲をエンドポイント(PC やサーバーなど)にまで拡大する機能拡充



 

  

-3- 

を 2015年 3 月に発表しました。 

また、企業がグローバルに展開する、アプリケーション、クラウド、オンプレミス環

境、ネットワークを含む広範囲の ICT 環境の運用を、一元的かつグローバル均一のサー

ビス・品質・料金で提供するワンストップ ICTマネジメントサービス「Global Management 

One」を、2014年 4月より提供開始しました。 

さらに、当社サービスのお申込みから運用保守に至るまでのビジネスプロセスに関す

る情報の閲覧・操作やサービスの設定変更などを、利用企業の自社システムからダイレ

クトにコントロール可能な、複数サービスの API 仕様を揃えた「NTT コミュニケーショ

ンズ APIゲートウェイ」を 2014年 12月より提供開始しました。 

 

 

セールスにおいては、グローバルアカウントマネジメントシステム(GAMS)により、世界

各国の Global Account Manager（GAM）と National Account Manager（NAM）が連携して、

グローバルにビジネスを展開しているお客さま企業の課題解決に向け、グローバル一体の

取り組みを更に推進しました。また、NTTグループ各社とのクロスセルの活発化、国内外の

複数の事業者とのパートナー連携拡大、営業支援システム（SFA）を活用した活発なコミュ

ニケーションに基づく営業展開などにより、大型案件の受注実績を更に伸ばしてきました。 

お客さまの経営課題を解決するというプロアクティブな提案力拡充、またお客さま IT部

門に加えて経営層や経営戦略部門、事業部門等とのリレーション構築や潜在ニーズの開拓

活動を強化するため｢ICTコンサルティング本部｣を 2014年 8月に新設しました。 

 

オペレーションにおいては、海外のネットワークサービスのオペレーションを 2014年 10

月に Virtela社に統合したほか、クラウドサービスのオペレーションを 2012年に買収した

Netmagic 社に順次統合するなど、効率性と競争力を高めるオペレーション体制への移行を

進めました。また「Global Management One」のオペレ―ションプロセスに AI 機能を活用

するなど、先進技術による自動化やプロセス標準化、最新手法の採用などを進め、スピー

ドを含めたオペレーション品質の向上に取り組みました。 

 

また、グローバルシームレスなマネジメントを推進するため、ICTシステムでは、グロー

バル共通の ERP システムの導入を推進しました。人材においては、外国籍社員の採用増や

若手を含む海外トレーニー制度の継続などにより、グローバル人材の育成に取り組みまし

た。 

 

 

（3）経営成績 

NTTコミュニケーションズグループ全体では、営業収益については、海外子会社の好調や

買収効果などにより、対前年比 330億円増(+2.7%)の 12,634億円と、2期連続で増収となり

ました。また営業利益は対前年比 81億円減 (▲6.3%)の 1,198億円となりました。 

 

NTTコミュニケーションズ株式会社単体の営業収益については、クラウド基盤収入は対前

年比 120億円増(+22.8%)の 649億円、アプリケーション＆コンテンツ収入は対前年比 15億

円増(+4.3%)の 384億円と増収の事業分野がある一方で、データネットワーク収入は対前年

比 206 億円減(▲5.3%)の 3,708 億円、ボイスコミュニケーション収入は対前年比 265 億円

減(▲8.9%)の 2,699 億円、ソリューション収入は対前年比 8 億円減(▲0.5%)の 1,498 億円

となりました。以上の結果、営業収益全体としては、対前年比 340億円減(▲3.6%)の 9,099

億円となりました。 

次に、営業費用については、ボイスコミュニケーション収入の減などに連動して通信設

備使用料が対前年比で減少したこともあり、対前年比 137 億円減(▲1.7%)の 8,168 億円と
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なりました。 

これにより、営業利益は対前年比 203億円減(▲17.9%)の 931億円に、当期純利益は対前

年比 116億円減(▲13.1％)の 772億円となりました。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 １３９，４７６ １３９，８１４ ３３７

　　　　空中線設備 １，６８２ １，５６５ △ １１７

　　　　端末設備 ７３６ ８９２ １５６

　　　　市内線路設備 ７４８ ７３０ △ １８

　　　　市外線路設備 ６，７７８ ６，０８９ △ ６８８

　　　　土木設備 ５３，１２２ ５２，００８ △ １，１１３

　　　　海底線設備 １６，０１８ １３，３５４ △ ２，６６３

　　　　建物 １７７，３２６ １８１，１１７ ３，７９０

　　　　構築物 ３，４６１ ３，２１６ △ ２４４

　　　　機械及び装置 １３１ １２０ △ １０

　　　　車両及び船舶 １３０ ８３ △ ４６

　　　　工具、器具及び備品 ３３，６０７ ３５，４６０ １，８５３

　　　　土地 ４０，９６１ ４５，２３１ ４，２６９

　　　　リース資産 ６，４７０ ８，１０２ １，６３２

　　　　建設仮勘定 ２４，２６５ ２９，４１５ ５，１５０

　　　　有形固定資産合計 ５０４，９１６ ５１７，２０３ １２，２８７

　　　無形固定資産 ８７，００２ ９２，１３０ ５，１２７

　　　電気通信事業固定資産合計 ５９１，９１８ ６０９，３３３ １７，４１５

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 １６２，８５７ １９１，５６９ ２８，７１２

　　　関係会社株式 ２７７，６００ ２９０，１３９ １２，５３８

　　　その他の関係会社投資 ５００ １，０９２ ５９２

　　　出資金 １９１ １５０ △ ４０

　　　関係会社出資金 ２，２２６ ２，２２６ －

　　　関係会社長期貸付金 １，７２５ １，７２５ －

　　　長期前払費用 ２，６６１ ３，０３０ ３６８

　　　前払年金費用 ５，７９２ ６，０２９ ２３６

　　　海底線使用権 １１，８１１ １４，２３３ ２，４２２

　　　その他の投資及びその他の資産 １６，０８９ １５，３８９ △ ６９９

　　　貸倒引当金 △ ２１８ △ １９０ ２７

　　　投資その他の資産合計 ４８１，２３７ ５２５，３９５ ４４，１５８

　　固定資産合計 １，０７３，１５６ １，１３４，７２９ ６１，５７３

　流動資産

　　現金及び預金 １７，２１８ ８，２４４ △ ８，９７４

　　受取手形 ２６６ ２２ △ ２４４

　　売掛金 １６３，６４４ １７４，３４１ １０，６９６

　　未収入金 ４９，３６８ ４９，６８６ ３１７

　　リース投資資産 ４９ １４７ ９８

　　貯蔵品 １０，２０１ ９，１８５ △ １，０１６

　　前渡金 ２，２０４ １，５８７ △ ６１７

　　前払費用 ３，７３４ ５，６３９ １，９０５

　　繰延税金資産 ４，６６４ ３，４２３ △ １，２４１

　　短期貸付金 １７，８４０ １９，８６２ ２，０２２

　　預け金 － １４，４２５ １４，４２５

　　関係会社預け金 １９，５１３ １，５０６ △ １８，００７

　　その他の流動資産 ５，０７９ ７，３１４ ２，２３５

　　貸倒引当金 △ １，５８２ △ １，１５１ ４３０

　　流動資産合計 ２９２，２０４ ２９４，２３４ ２，０２９

　資産合計 １，３６５，３６１ １，４２８，９６３ ６３，６０２

（2014年３月31日） （2015年３月31日）

 Ⅱ．比較貸借対照表 

科 目
第 15 期 第 16 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 １４６，７２０ ９３，３６０ △ ５３，３６０

　　リース債務 ８，５２５ ５，７５１ △ ２，７７４

　　繰延税金負債 ２，５４２ １０，００１ ７，４５９

　　退職給付引当金 ８６，８３３ ８５，５８１ △ １，２５１

　　ポイントサービス引当金 ３，０６３ ８５７ △ ２，２０６

　　未使用テレホンカード引当金 ４，６３７ ４，０５３ △ ５８４

　　資産除去債務 １，４６７ １，５５５ ８７

　　その他の固定負債 ６，１０７ ５，９９８ △ １０９

　　固定負債合計 ２５９，８９７ ２０７，１５９ △ ５２，７３８

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ３，３６０ ５３，３６０ ５０，０００

　　買掛金 ３７，２４６ ２９，０８５ △ ８，１６１

　　短期借入金 ８，７３６ １１，２５４ ２，５１８

　　リース債務 ３，８７５ ７，２４９ ３，３７３

　　未払金 １４９，３８７ １４９，５４２ １５５

　　未払費用 ４，８４２ ４，７９２ △ ４９

　　未払法人税等 ６，１９０ ３，３５８ △ ２，８３１

　　前受金 ３，２８９ ３，８１７ ５２８

　　預り金 ２，４１８ ２，１２９ △ ２８９

　　関係会社預り金 ２０，０３７ ２５，６２４ ５，５８６

　　前受収益 ７７ １６０ ８３

　　工事損失引当金 １，１８８ ７７０ △ ４１８

　　資産除去債務 － ４５ ４５

　　その他の流動負債 ４６５ ７２８ ２６２

　　流動負債合計 ２４１，１１６ ２９１，９２０ ５０，８０４

　負債合計 ５０１，０１４ ４９９，０７９ △ １，９３４

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ２１１，７６３ ２１１，７６３ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　　資本剰余金合計 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　買換資産特別勘定積立金 ８，３４４ － △ ８，３４４

　　　　圧縮積立金 ４，１０２ ６，５１７ ２，４１４

　　　　繰越利益剰余金 ４３４，１１６ ４８１，６７２ ４７，５５６

　　　利益剰余金合計 ４４６，５６３ ４８８，１９０ ４１，６２６

　　株主資本合計 ７８９，９４２ ８３１，５６９ ４１，６２６

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ７４，４０４ ９８，３１４ ２３，９０９

　　評価・換算差額等合計 ７４，４０４ ９８，３１４ ２３，９０９

　純資産合計 ８６４，３４７ ９２９，８８４ ６５，５３６

負債・純資産合計 １，３６５，３６１ １，４２８，９６３ ６３，６０２

科 目
（2014年３月31日） （2015年３月31日）

第 15 期 第 16 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 ７４２，６６９ ６９９，１５８ △ ４３，５１０

　営業費用

　　営業費 １７０，６９４ １６７，７３７ △ ２，９５６

　　施設保全費 ８０，９４５ ７８，３５２ △ ２，５９３

　　共通費 １０，７５０ １１，５４９ ７９９

　　管理費 ７２，１８０ ６９，１１１ △ ３，０６９

　　試験研究費 １３，２７１ １２，４９０ △ ７８０

　　減価償却費 ８８，８２２ ８９，１９０ ３６７

　　固定資産除却費 ４，６５２ ４，２３２ △ ４２０

　　通信設備使用料 １８４，２４２ １７４，０９２ △ １０，１４９

　　租税公課 １０，８１３ １０，４３７ △ ３７６

　　営業費用合計 ６３６，３７４ ６１７，１９４ △ １９，１８０

　電気通信事業営業利益 １０６，２９５ ８１，９６４ △ ２４，３３０

附帯事業営業損益

　営業収益 ２０１，３５９ ２１０，８０７ ９，４４７

　営業費用 １９４，１８８ １９９，６３６ ５，４４８

　附帯事業営業利益 ７，１７１ １１，１７０ ３，９９９

営業利益 １１３，４６６ ９３，１３５ △ ２０，３３０

営業外収益

　受取利息 ２８０ ２２１ △ ５８

　受取配当金 １０，２４４ １６，９７２ ６，７２８

　物件貸付料 １２，９８７ １１，９８９ △ ９９８

　雑収入 ３，９８８ ９９４ △ ２，９９３

　営業外収益合計 ２７，４９９ ３０，１７８ ２，６７８

営業外費用

　支払利息 １，５６９ １，５９１ ２２

　物件貸付費用 ５，７３１ ５，９３３ ２０２

　雑支出 １，０８１ ８９５ △ １８６

　営業外費用合計 ８，３８２ ８，４２０ ３８

経常利益 １３２，５８３ １１４，８９３ △ １７，６９０

特別利益

　固定資産売却益 １６，１６９ － △ １６，１６９

　特別利益合計 １６，１６９ － △ １６，１６９

特別損失

　関係会社株式評価損 ３，７７４ ７，８５３ ４，０７８

　相互接続精算損 １，１５２ － △ １，１５２

　その他 １，０９２ － △ １，０９２

　特別損失合計 ６，０１９ ７，８５３ １，８３３

税引前当期純利益 １４２，７３３ １０７，０４０ △ ３５，６９３

法人税、住民税及び事業税 ４６，１９９ ２７，６８７ △ １８，５１２

法人税等調整額 ７，５７４ ２，０５４ △ ５，５２０

当期純利益 ８８，９５９ ７７，２９９ △ １１，６６０

2013年４月１日から

 Ⅲ．比較損益計算書 

第 15 期

2014年３月31日まで
2014年４月１日から

第 16 期

増 減 （ △ ）
2015年３月31日まで
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第15期  （自 2013年４月１日 至 2014年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 1,619 2,947 386,537 391,104 734,483 77,116 77,116 811,600

当期変動額            

剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益      88,959 88,959 88,959   88,959

買換資産特別勘定積立金の積立    8,344  △ 8,344     －

買換資産特別勘定積立金の取崩    △ 1,619  1,619     －

圧縮積立金の積立     1,155 △ 1,155     －

圧縮積立金の取崩     △ 0 0     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        △ 2,711 △ 2,711 △ 2,711

当期変動額合計 － － － 6,725 1,155 47,578 55,458 55,458 △ 2,711 △ 2,711 52,746

当期末残高 211,763 131,615 131,615 8,344 4,102 434,116 446,563 789,942 74,404 74,404 864,347

第16期  （自 2014年４月１日 至 2015年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 8,344 4,102 434,116 446,563 789,942 74,404 74,404 864,347

会計方針の変更による
累積的影響額

     1,828 1,828 1,828   1,828

211,763 131,615 131,615 8,344 4,102 435,944 448,391 791,771 74,404 74,404 866,175

当期変動額            

剰余金の配当      △ 37,500 △ 37,500 △ 37,500   △ 37,500

当期純利益      77,299 77,299 77,299   77,299

買換資産特別勘定積立金の取崩    △ 8,344  8,344     －

圧縮積立金の積立     2,433 △ 2,433     －

圧縮積立金の取崩 △ 19 19 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        23,909 23,909 23,909

当期変動額合計 － － － △ 8,344 2,414 45,727 39,798 39,798 23,909 23,909 63,708

当期末残高 211,763 131,615 131,615 － 6,517 481,672 488,190 831,569 98,314 98,314 929,884

利益剰余金

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

評価・換算差額等

その他
有価証券
評価
差額金

 Ⅳ．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計 圧縮積立金

利益
剰余金
合計

純資産
合計

繰越利益
剰余金

株主資本

その他利益剰余金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計買換資産

特別勘定
積立金

株主資本
合計

会計方針の変更を反映した
当期首残高

評価・換算差額等

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計その他利益剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
圧縮積立金

買換資産
特別勘定
積立金
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(単位　百万円)

クラウド基盤 ５２，９２２ ６４，９８６ １２，０６３ ２２．８

データネットワーク ３９１，５０５ ３７０，８３１ △ ２０，６７４ △ ５．３

ボイスコミュニケーション ２９６，４３８ ２６９，９１６ △ ２６，５２１ △ ８．９

アプリケーション＆コンテンツ ３６，９０６ ３８，４７６ １，５７０ ４．３

ソリューション １５０，６５１ １４９，８３２ △ ８１９ △ ０．５

その他 １５，６０４ １５，９２２ ３１８ ２．０

営業収益合計 ９４４，０２８ ９０９，９６６ △ ３４，０６２ △ ３．６

*第15期より、事業分野別の収益内訳を表示しております。科目別の収益内訳については、下表をご参照ください。

(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ２７２，１７９ ２４５，１３８ △ ２７，０４１ △ ９．９

　ＩＰ系収入 ３６７，０１５ ３５６，３３２ △ １０，６８３ △ ２．９

（再）ＯＣＮ収入 １５３，５８０ １５２，８８５ △ ６９４ △ ０．５

（再）ＶＰＮ系収入 １５９，０２４ １５１，５８４ △ ７，４３９ △ ４．７

　データ通信収入（ＩＰ系除く） ６１，２３２ ５２，８８９ △ ８，３４３ △ １３．６

（再）専用収入 ４４，６２８ ３６，７７１ △ ７，８５６ △ １７．６

　ソリューション収入 ２１７，７４６ ２３１，０９１ １３，３４５ ６．１

　その他の収入 ２５，８５４ ２４，５１５ △ １，３３９ △ ５．２

営業収益合計 ９４４，０２８ ９０９，９６６ △ ３４，０６２ △ ３．６

 （参考）営業収益内訳（科目別） 

科 目

第 15 期 第 16 期
増　減　額

（△）
増　減　率

（％）2013年４月１日から 2014年４月１日から
2014年３月31日まで 2015年３月31日まで

2013年４月１日から 2014年４月１日から
2014年３月31日まで 2015年３月31日まで

 Ⅴ．営業収益内訳 

事 業 分 野

第 15 期 第 16 期
増　減　額

（△）
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １４２，７３３ １０７，０４０ △ ３５，６９３

　減価償却費 １０４，３４３ １０４，４８８ １４４

　固定資産除却損 ３，２９５ ２，７７０ △ ５２５

　固定資産売却益 △ １７，４６５ △ ４８ １７，４１７

　貸倒引当金の増加又は減少（△）額 △ ５８０ △ ４５８ １２２

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ２，７０６ △ １，２５１ △ ３，９５７

　関係会社株式評価損 ３，７７４ ７，８５３ ４，０７８

　売上債権の増加（△）又は減少額 １９，６８５ △ １０，７７０ △ ３０，４５５

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ １，７５３ △ １，２６０ ４９２

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ５，５０１ ２，６１６ ８，１１８

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ２，０７８ ４，０１４ ６，０９３

　その他 △ １１，５１３ △ １４，３０９ △ ２，７９６

　小計 ２３７，６４５ ２００，６８５ △ ３６，９６０

　利息及び配当金の受取額 １０，５６５ １７，１９５ ６，６２９

　利息の支払額 △ １，５６９ △ １，５９２ △ ２２

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ６２，８４９ △ ４６，０９６ １６，７５２

　営業活動によるキャッシュ・フロー １８３，７９２ １７０，１９１ △ １３，６００

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ １４０，６１５ △ １１９，６５２ ２０，９６２

　固定資産の売却による収入 １８，６０１ １１８ △ １８，４８２

　投資有価証券等の取得による支出 △ １４５，７４７ △ ２２，６６８ １２３，０７８

　投資有価証券等の売却による収入 ７０ ５３２ ４６１

　短期貸付による増減（△）額 ６，９９４ － △ ６，９９４

　その他 ２０，８１７ △ ２６ △ ２０，８４４

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２３９，８７８ △ １４１，６９７ ９８，１８１

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 ９０，０００ － △ ９０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ ３，５８６ △ ３，３６０ ２２６

　短期借入による増減（△）額 ８，００６ ２，５１８ △ ５，４８８

　リース債務の返済による支出 △ ４，７５６ △ ４，０７０ ６８６

　配当金の支払額 △ ３３，５００ △ ３７，５００ △ ３，９９９

　財務活動によるキャッシュ・フロー ５６，１６２ △ ４２，４１３ △ ９８，５７５

現金及び現金同等物に係る換算差額 ２，３７１ ３，３８９ １，０１７

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ２，４４８ △ １０，５３０ △ １２，９７８

現金及び現金同等物の期首残高 ５２，１２４ ５４，５７３ ２，４４８

現金及び現金同等物の期末残高 ５４，５７３ ４４，０４２ △ １０，５３０

 Ⅵ．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 2013年４月１日から 2014年４月１日から
2014年３月31日まで 2015年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 15 期 第 16 期
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Ⅶ．NTTコミュニケーションズグループ決算概況

（単位　百万円）

第 15 期 第 16 期

科　　　目 2013年４月１日から 2014年４月１日から

2014年３月31日まで 2015年３月31日まで

営業収益 1,230,389 1,263,357 32,968 2.7

営業費用 1,102,511 1,143,538 41,027 3.7

営業利益 127,878 119,819 △ 8,059 △ 6.3

増 減 額
（△）

増 減 率
（％）
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Ⅷ. 役 員 の 異 動 

 

（１）新任取締役候補 

田 中 栄 一 

楠 木   健 （第五営業本部長） 

松 本 裕 敦 （カスタマサービス部長） 

 

（２）新任監査役候補 

武 内 信 博 

 

（３）退任予定取締役 

常務取締役  森    清   

取締役  細 川  雅  由 （株式会社 ミライト・テクノロジーズ 入社予定） 

取締役  伊 藤  幸  夫 （日本電気株式会社 入社予定） 

 

（４）退任予定監査役 

監査役  貝 沼  孝  二 （株式会社NTTファシリティーズ 入社予定） 

 

（５）代表取締役および役付取締役予定者 

[1] 代表取締役社長予定者 

代表取締役副社長  庄 司   哲 也 

[2] 代表取締役副社長予定者 

常務取締役  中 田   勝 己 

[3] 常務取締役予定者 

取締役   丸  岡    亨 

取締役   荒  本    和  彦 

田  中    栄  一 
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（６）役員の人事の予定 

 
新役職名および 

新委嘱・担当業務 
(氏  名) 

現役職名および 
現委嘱・担当業務 

   
代表取締役社長 庄 司 哲 也 代表取締役副社長 

営業本部担当 
コーポレート担当 
 

代表取締役副社長 
技術担当 
オペレーション担当 
情報セキュリティ担当 
コーポレート担当 
 

舩 橋 哲 也 代表取締役副社長 
技術担当 
オペレーション担当 
情報セキュリティ担当 

代表取締役副社長 
営業本部担当 
グローバル担当 
グローバル事業推進部長 
 

中 田 勝 己 常務取締役 
グローバル担当 
グローバル事業推進部長 

常務取締役 
CSR担当 
 

田 中 栄 一  

取締役 
第三営業本部長 
 

楠 木 健 第五営業本部長 

取締役 
カスタマサービス部長 
 

松 本 裕 敦 カスタマサービス部長 

取締役  
相談役 

有 馬 彰 代表取締役社長 

 
 
 (注)・退任予定取締役のうち細川雅由は6月18日に、森清、伊藤幸夫については第16回定時株主総会 

（6月19日）終結時をもって辞任の予定です。 
・退任予定監査役は第16回定時株主総会（6月19日）終結時をもって退任の予定です。 
・新任監査役候補の武内信博および当社が再任を予定している監査役のうち、大嶋明男は、 
社外監査役候補者です。 

 
 

以            上 




